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営業外費用及び特別損失の計上に関するお知らせ 
 

 

平成29年12月期第１四半期におきまして、以下のとおり営業外費用及び特別損失を計上いたしましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 営業外費用の計上 

（１） 地代家賃（連結） 

固定費等の削減を目的としたコスト削減策の一環として、本社等で複数使用しているフロアについて見直

しを行った結果、前連結会計年度末（平成 28 年 12 月期）において一部フロアの中途解約を行いました。当

該フロアについては、契約期間満了時まで使用料を支払う必要がありますが、事業の用に供していないため、

当第１四半期連結累計期間において発生した使用料について、地代家賃として連結で８百万円を営業外費用

に計上いたしました。 

   

２． 特別損失の計上 

（１） 事業再編損（連結・個別） 

 平成 29 年２月 23 日付「連結子会社（孫会社）の異動（株式譲渡）及び特別損失の計上に関するお知ら

せ」で開示したとおり、平成 29 年３月 31 日付で当社の完全子会社であるアプリックス出版ホールディン

グス株式会社（以下「出版ホールディングス」）が保有する出版事業に属する子会社３社の株式について

譲渡（以下「本株式譲渡」）を実施し、その結果、本株式譲渡により発生した関係会社株式売却損 350 百

万円（連結）、及び本株式譲渡に実施にあたりアドバイザリー業務を委託した業者に対し支払った業務委

託料やその他弁護士費用等の合算額等について、連結で 463 百万円及び個別で 112 百万円をそれぞれ特別

損失に計上いたしました。 

 

（２） 関係会社株式評価損（個別） 

 本株式譲渡に関係して、当社が保有する出版ホールディングス株式の実質価額が著しく低下したため、

「金融商品に関する会計基準」に基づき関係会社株式評価損として個別で 551 百万円を特別損失に計上い

たしました。 

なお、本関係会社株式評価損については連結決算において消去されるため、当社グループ連結損益への

影響はありません。 

 

以 上 


